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ABSTRACT 

本研究では、肢体不自由特別支援学校で勤務する研修中の教員（以下、コンサルタント）

が同校の特別支援教育コーディネーター（以下、Co）の地域支援に同行する実地研修を行い、

実地研修で行った研修項目別の有効性について、コンサルタントと地域支援を受ける側であ

る小学校教員（以下、コンサルティ）にアンケート調査をした。さらに、組織的対応の在り

方を検討するため、組織的対応の利点・課題・留意点に関するアンケート調査も併せて実施

した。その結果、実地研修で行った研修項目別の有効性としては、コンサルタントは「来校

型地域支援」、コンサルティは「専任 Co を含む特別支援学校教員による巡回型地域支援」が

自身の教員としての専門性向上に役立つと回答した割合が最も高かった。また、組織的対応

の利点として、視野の広がりや専門性向上が期待できる一方で、校内支援体制の構築や時間・

人材の確保が課題であった。組織的対応の留意点として、コンサルタントは専門性と支援方

法、コンサルティは業務の両立と連携方法に対する不安感が髙かった。これらの利点・課題・

留意点を踏まえて、「校内支援体制」「時間・人材の確保」「専門性」「連携方法」の 4 つの観

点から組織的対応の在り方を考察した。本研究の結果から、肢体不自由特別支援学校のセン

ター的機能においては、特に来校型の地域支援に組織的に取り組むことで、肢体不自由の専

門性を発揮しやすく、校内支援体制や時間的・経費的な負担も少ないことから、通常の学級

に在籍する肢体不自由児・者の「新たな学びの場」として機能し得る可能性が示唆された。 
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Ⅰ．問題と目的 
 

近年、国際的動向として統合教育に変わり、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組

みとして「インクルーシブ教育システム」（障害者の権利に関する条約第 24 条）の理念が提

唱され、我が国においても 2012 年 7 月に、中央教育審議会初等中等教育分科会より「共生

社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」

が出された。この報告のなかで、特別支援学校は域内の教育資源の組合せ（スクールクラス

ター）の中でコーディネーター機能を発揮し、発達障害をはじめとする障害のある児童生徒

等への指導・支援機能を拡充するなど、「センター的機能」の一層の充実を図る必要があるこ

とが示されている。 

特別支援学校のセンター的機能は、2007 年 4 月に施行された学校教育法の一部改正におい

て、「幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の要請に応じて、教育上特別の支

援を必要とする児童、生徒又は幼児の教育に関し必要な助言又は援助を行うよう努める」（第

71 条の 3）旨が規定され、法律上位置づけられている。センター的機能の具体的内容として

は、中央教育審議会（2005）より、①小・中学校等の教員への支援機能、②特別支援教育等

に関する相談・情報提供機能、③障害のある幼児児童生徒への指導・支援機能、④福祉、医

療、労働などの関係機関等との連絡・調整機能、⑤小・中学校等の教員に対する研修協力機

能、⑥障害のある幼児児童生徒への施設設備等の提供機能、の 6 項目が例示されている。 

特別支援学校のセンター的機能は、小・中学校からのニーズは高いが（田中・柘植, 2012）、

人材の確保や専門性に課題がある（井坂・仲野, 2009; 井坂・佐々木・池谷, 2012; 国立特別

支援教育総合研究所, 2011; 埼玉県特別支援学校長会, 2007; 田中・柘植, 2012; 文部科学省, 

2011）。こうした状況下で、特別支援学校の特別支援教育コーディネーター（以下、Co）は

センター的機能を推進する中心的な役割を担う。現在、全国各地で Co の養成研修が実施さ

れているが（大杉・横尾, 2006; 高原・島田・八幡, 2007）、研修の多くは、受講者が一律に

同一内容を学ぶ講義形式の研修である。 

一方、Co においては個々の事例に対する具体的な指導および対応方法に関する研修へのニ

ーズが高い（畑・小貫, 2006; 真城, 2005）。そのようなニーズに対応するため、特別支援学

校によっては、次期 Co の育成も兼ねて専任 Co の地域支援に研修中の教員が同行し、その場

面を見学・観察、あるいは専任 Co とともに対応にあたる実地研修も行われている（田中・

奥住・池田, 2013; 柘植・田中・石橋ら, 2012）。しかし、実地研修の研修内容は多岐にわた

り、研修項目別の有効性については検討されていない。そこで、本研究では、肢体不自由特

別支援学校で勤務する研修中の教員（以下、コンサルタント）が同校の専任 Co が行う地域

支援に同行する実地研修を行い、実地研修で行った研修項目別の有効性についてアンケート

調査を実施した。なお、コンサルタントと地域支援を受ける側である小学校教員（以下、コ

ンサルティ）の間で、実地研修や地域支援の有効性の評価が異なる可能性もあるため、アン

ケート調査はコンサルタントとコンサルティに実施した。 

また、特別支援学校のセンター的機能の発展には、個人の専門性の向上に加え、学校全体

で組織的に取り組むことも重要である（国立特別支援教育総合研究所, 2011; 田名・奥住・池

田, 2013; 文部科学省, 2009）。多様な障害に対応するには、専任 Co だけでは限界があり、様々

な経験や専門性を有する校内の教員や関係機関と連携して対応することが求められており、

各校に支援部などの分掌部会が設置されている。しかし、具体的な組織的対応の在り方につ
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いては、これまで答申や報告などで十分に触れられておらず、組織的対応の内容・方法など

のノウハウも不十分で、その利点・課題・留意点も検討されていない。本研究では、組織的

対応の在り方を検討するため、コンサルタントとコンサルティに組織的対応の利点・課題・

留意点に関するアンケート調査も実施した。 

 

 

Ⅱ．方法 
 

 本研究では、コンサルタントが同校の専任 Co が行う地域支援に同行する実地研修を行っ

た。実地研修後には、実地研修で行った研修項目別の有効性について、コンサルタントとコ

ンサルティにアンケート調査を実施した。以下に、実施研修の概要、およびアンケート調査

の概要を示す。 

 

1. 実地研修の概要 
1) 実地研修について 

肢体不自由特別支援学校の専任 Co が行う地域支援に、研修を受講する同校の教員が同

行し、その場面を見学・観察、あるいは専任 Co とともに対応にあたることを実地研修と

した。 

 

2) 対象校 

X 市の小学校 4 校で地域支援を実施した。 

 

3) 地域支援の形態 

巡回型地域支援（3 校）と来校型地域支援（1 校）である。 

巡回型地域支援では、専任 Co にコンサルタント 1～2 名が小学校に同行し、発達障害や

肢体不自由のある児童などを対象に、行動観察や指導・支援場面の観察、障害の状況につ

いて実態把握をし、個別指導を行った。それらを受けて、指導・支援についての相談・助

言をしたり、個別の指導計画や個別の教育支援計画の作成について相談・助言をしたりし

た。 

来校型地域支援では、肢体不自由や運動面の困難さを主訴とする小学生とその保護者が

肢体不自由特別支援学校に来校し、専任 Co とコンサルタント 1～2 名が 45 分間の「放課

後支援」を実施した。また、夏休み期間（3 日間）には、肢体不自由や運動面の困難さを

主訴とする地域の小学生（10 名程度）が肢体不自由特別支援学校に来校し、集団で運動面

に関する指導を親子で実施する「夏休み親子教室」を行った。実施にあたっては、複数の

コンサルタントが対応し、それぞれメインティ―チャーやサブティーチャー、行動観察や

保護者対応などの役割を担った。 

コンサルタントは、一人一回ずつ巡回型か来校型の地域支援に同行した。実施回数は、

巡回型地域支援は計 33 回、来校型地域支援は計 10 回であった。 
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4) 地域支援で実施した項目 

地域支援で実施した項目の一覧を表 1 に示す。このうち、実施人数が 10 人未満の項目

は、分析対象から除外した。 

 

表 1 地域支援で実施した項目の一覧 

実施項目 コンサルタント コンサルティ 
行動観察（授業場面の観察） 39(92.9%) 20(46.5%) 
個別指導（授業中の取り出しによる指導） 38(90.5%) 18(41.9%) 
講義形式研修 38(90.5%) 31(72.1%) 
指導・支援についての相談・助言 37(88.1%) 20(46.5%) 
障害の状況についての実態把握・評価 37(88.1%) 19(44.2%) 
指導内容・方法についての協議 37(88.1%) 9(20.9%) 
専任 Co を含む特別支援学校教員による地域支援 33(78.6%) 15(34.9%) 
校内支援体制の構築 7(16.7%) 18(41.9%) 
校内委員会 1(2.4%) 22(51.2%) 
進路や就労についての相談・助言 1(2.4%) 13(30.2%) 
個別の指導計画の作成についての相談・助言 1(2.4%) 1(2.4%) 
個別の教育支援計画の作成についての相談・助言 1(2.4%) 1(2.4%) 
来校型地域支援 13(31.0%) 0 

表中の数値は実施人数（%）を示す 

 

分析対象とした実施人数が 10 人以上の項目は、コンサルタントは、「行動観察（授業場面

の観察）」、「個別指導（授業中の取り出しによる指導）」、「講義形式研修」、「指導・支援につ

いての相談・助言」、「障害の状況についての実態把握・評価」、「指導内容・方法についての

協議」、「専任 Co を含む特別支援学校教員による地域支援」、「来校型地域支援」の計 8 項目

であった。 

コンサルティは、「行動観察（授業場面の観察）」、「個別指導（授業中の取り出しによる指

導）」、「講義形式研修」、「指導・支援についての相談・助言」、「障害の状況についての実態把

握・評価」、「専任 Co を含む特別支援学校教員による地域支援」、「校内支援体制の構築」、「校

内委員会」、「進路や就労についての相談・助言」の計 9 項目であった。 

 

2. アンケート調査の概要 

1) 調査時期 

2014 年 2 月上旬から 3 月上旬に実施した。 

 

2) 対象者 

X 市のコンサルタントとコンサルティを対象とした。 

 

3) アンケート調査の構成 

対象者の属性や経験などを質問し、①全体評価、②部分評価、③組織的対応の 3 観点を

設定した。 

① 全体評価：地域支援を実施した前後の状況について、10 段階評価（課題が少ない状況

を 1、課題が多い状況を 10）で回答を求めた。 
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② 部分評価：地域支援で実施した項目別に「自身の教員としての専門性向上」に役立った

かどうかについて、4 つの選択肢（全く役立たない、あまり役立たない、役立つ、とて

も役立つ）から選んで評価するように求めた。 

 

③ 組織的対応：組織的対応の利点・課題・留意点（他機関で地域支援を実施する上でのや

りにくさや不安に感じること）について、多肢選択式による 10 項目を設定した。組織

的対応の利点・課題に関する質問項目（コンサルタントとコンサルティで同じ質問項目）

を表 2 に、組織的対応の留意点に関する質問項目（コンサルタントとコンサルティで異

なる質問項目）を表 3 に示す。 

 

表 2 組織的対応の利点・課題に関する質問項目 

質問項目（利点） 質問項目（課題） 
新たな視点や考えが得られる 校内支援体制の構築が難しい 
様々な立場からの意見・助言が得られる 時間の確保が難しい 
指導力・専門性の向上が期待できる 人材を校内で確保することが難しい 
情報の共有ができる 学級運営に支障をきたす 
校内の教職員からの理解が得られる 熱意・意欲のばらつきがある 
精神的な不安が軽減できる 旅費等の予算の確保が難しい 
仕事の分担・軽減ができる 連携の仕方がわからない 
意欲が向上する 意見をまとめるのが難しい 
特になし 特になし 
その他 その他 

 

表 3 組織的対応の留意点に関する質問項目 

コンサルタントへの質問項目 コンサルティへの質問項目 
専門知識に対する不安 他の業務との両立に対する不安 
支援の在り方 連携方法がわからない 
他の業務との両立に対する不安 批判や指摘をされることへの不安 
校内の協力体制に対する不安 校内の教職員の見方・捉え方への不安 
学校側の意識・態度の多様性 コンサルタントの力量・熱意のばらつき 
情報不足に対する不安 コンサルタントの姿勢・態度 
役割が不明確であることに対する不安 問題解決の不十分さに対する不安 
外部機関との連携方法に対する不安 本当は必要としていない 
特になし 特になし 
その他 その他 

 

 

Ⅲ．結果 

 

1. 対象者の基本属性 

X 市のコンサルタント 42 名、コンサルティ 44 名（巡回型地域支援を実施した 3 校）から

回答が得られた（回収率 96%）。このうち、無回答の項目があったコンサルティ 1 名を除外

し、コンサルタント 42 名、コンサルティ 43 名を有効回答とした。 

①コンサルタントと②コンサルティにおける対象者の内訳を表 4 に示す。 
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①コンサルタント（42 名） 

  性別は、男性が 14 名、女性が 28 名であった。年齢は、20 歳代が 27 名、30 歳代が 6

名、40 歳代が 2 名、50 歳代以上が 7 名であった。教員経験年数は、5 年未満が 28 名、6

年から 10 年が 8 名、11 年から 20 年が 2 名、21 年から 30 年が 3 名、31 年以上が 3 名で

あった。特別支援教育担当教員の経験年数は、5 年未満が 33 名、6 年から 10 年が 9 名で

あった。校内での立場は、学級担任（副担任）が 37 名、養護教諭が 1 名、Co（専任）が

1 名、その他が 3 名であった。Co の経験の有無は、有が 2 名、無が 40 名であった。地域

支援の形態は、巡回型地域支援が 33 名、来校型地域支援が 9 名であった。 

 

②コンサルティ（43 名） 

性別は、男性が 17 名、女性が 26 名であった。年齢は、20 歳代が 10 名、30 歳代が 7

名、40 歳代が 6 名、50 歳代以上が 20 名であった。教員経験年数は、5 年未満が 9 名、6

年から 10 年が 7 名、11 年から 20 年が 2 名、21 年から 30 年が 11 名、31 年以上が 14 名

であった。特別支援教育担当教員の経験年数は、無が 39 名、5 年未満が 3 名、6 年から

10 年が 1 名であった。校内での立場は、学級担任（副担任）が 31 名、養護教諭が 2 名、

管理職が 6 名、Co（兼任）が 2 名、その他が 2 名であった。Co の経験の有無は、有が 3

名、無が 40 名であった。地域支援の形態は、巡回型地域支援が 43 名であった。 

表 4 対象者の内訳 

 コンサルタント コンサルティ 
性別 男性 14(33.3%) 17(39.5%) 

女性 28(66.7%) 26(60.5%) 
合計 42(100%) 43(100%) 

年齢 20 歳代 27(64.3%) 10(23.3%) 
30 歳代 6(14.3%) 7(16.3%) 
40 歳代 2(4.8%) 6(14.0%) 
50 歳代以上 7(16.7%) 20(46.5%) 

教員経験年数 5 年未満 28(66.7%) 9(20.9%) 
6 年から 10 年 8(19.0%) 7(16.3%) 
11 年から 20 年 2(4.8%) 2(4.7%) 
21 年から 30 年 3(7.1%) 11(25.6%) 
31 年以上 3(7.1%) 14(32.6%) 

特別支援教育担当 
教員の経験年数 

無 0 39(90.7%) 
5 年未満 33(78.6%) 3(7.0%) 
6 年から 10 年 9(21.4%) 1(2.3%) 

校内での立場 学級担任（副担任） 37(88.1%) 31(72.1%) 
養護教諭 1(2.4%) 2(4.7%) 
管理職 0 6(14.0%) 
専任 Co 1(2.4%) 0 
兼任 Co 0 2(4.7%) 
その他 3(7.1%) 2(4.7%) 

Co 経験の有無 有 2(4.8%) 3(4.7%) 
無 40(95.2%) 40(95.3%) 

地域支援の形態 巡回型地域支援 33(78.6%) 43(100%) 
来校型地域支援 9(21.4%) 0 

表中の数値は実施人数（%）を示す 
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2. 全体評価（地域支援を実施した前後の状況） 

地域支援を実施した前後の 10 段階評価の平均値について、コンサルタントとコンサルテ

ィのそれぞれで t 検定を行った。その結果、コンサルタントとコンサルティのいずれも、地

域支援実施後の課題は実施前より有意に減少していた（コンサルタント:t(36)=3.69, p<.01、

コンサルティ:t(32)=4.90, p<.01）。 

 

3. 部分評価（地域支援で実施した項目別の評価） 

地域支援で実施した項目別に「自身の教員としての専門性向上」に役立ったかどうかにつ

いて、各項目における 4 つの選択肢（全く役立たない、あまり役立たない、役立つ、とても

役立つ）から選択された割合を百分率（%）で算出した結果を図 1 に示す。 

その結果、コンサルタントは、「来校型地域支援」が専門性向上に役立つと回答した割合が

最も高かった。一方、コンサルティは、「専任 Co を含む特別支援学校教員による地域支援」、

が専門性向上に役立つと回答した割合が最も高かった。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 コンサルタントとコンサルティにおける地域支援で実施した項目別の評価 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

校内支援体制の構築

校内委員会

行動観察（授業場面の観察）

進路や就労についての相談・助言

講義形式研修

障害の状況についての実態把握・評価

個別指導（授業中の取り出しによる指導）

指導・支援についての相談・助言

専任Coを含む特別支援学校教員による地域支援

全く役立たない あまり役立たない 役立つ とても役立つ  

コンサルティ 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

指導内容・方法についての協議

障害の状況についての実態把握・評価

指導・支援についての相談・助言

行動観察（授業場面の観察）

個別指導（授業中の取り出しによる指導）

講義形式研修

専任Coを含む特別支援学校教員による地域支援

来校型地域支援

全く役立たない あまり役立たない 役立つ とても役立つ  

コンサルタント 
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4. 組織的対応 

1) 利点と課題 

コンサルタントとコンサルティにおける組織的対応の利点（図 2）と課題（図 3）を示

す。利点は「新たな視点や考えが得られる」、「様々な立場からの意見・助言が得られる」、

「指導力・専門性の向上が期待できる」がコンサルタントとコンサルティのいずれも回答

した割合が髙かった。課題は、コンサルタントは「校内支援体制の構築が難しい」、「時間

の確保が難しい」、「人材を校内で確保することが難しい」が最も高く、他に「学級運営に

支障をきたす」、「熱意・意欲のばらつきがある」と回答した割合が髙かった。コンサルテ

ィは、「時間の確保が難しい」、「人材を校内で確保することが難しい」と回答した割合が髙

かった。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特になし

意欲が向上する

仕事の分担・軽減ができる

精神的な負担が軽減できる

校内の教職員からの理解が得られる

情報の共有ができる

指導力・専門性の向上が期待できる

様々な立場からの意見・助言が得られる

新たな視点や考えが得られる

コンサルタント コンサルティ

 

図 2 コンサルタントとコンサルティにおける組織的対応の利点 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特になし

その他

意見をまとめるのが難しい

連携の仕方がわからない

旅費等の予算の確保が難しい

熱意・意欲のばらつきがある

学級運営に支障をきたす

人材を校内で確保することが難しい

時間の確保が難しい

校内支援体制の構築が難しい

コンサルタント コンサルティ

 

図 3 コンサルタントとコンサルティにおける組織的対応の課題 
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また、コンサルタントとコンサルティにおける組織的対応の利点や課題に対する認識の

違いを調べるため、各項目について両者の間でカイ二乗検定を実施した。その結果、両者

の比率に有意差が認められ（χ2(9)=25.49, p<.01）、組織的対応の課題として「学級運営に

支障をきたす」、「熱意・意欲のばらつきがある」、「旅費等の予算の確保が難しい」がコン

サルティよりコンサルタントの方が回答した割合が高かった。 

 

2) 留意点（やりにくさや不安に感じること） 

他機関で地域支援を実施した場合に、やりにくさや不安に感じると思われることについ

て、コンサルタントの結果を表 5、コンサルティの結果を表 6 に示す。コンサルタントは

「専門知識」、「支援の在り方」に対する不安が半数を超えた。コンサルティは「特になし」

と回答している割合が最も高く、「他の業務との両立」に対する不安が半数を超えた。他に

は、「連携方法がわからない」、「批判や指摘をされること」「校内の教職員の見方・捉え方」

に対する不安などが挙げられていたが、項目間で回答率に大きな差はなかった。 

 

表 5 コンサルタントにおける組織的対応の留意点 

項目 割合（%） 
専門知識に対する不安 61.9% 
支援の在り方 52.4% 
他の業務との両立に対する不安 38.1% 
校内の協力体制に対する不安 35.7% 
学校側の意識・態度の多様性 35.7% 
情報不足に対する不安 33.3% 
役割が不明確であることに対する不安 31.0% 
外部機関との連携方法に対する不安 23.8% 
特になし 0% 
その他 0% 

 

表 6 コンサルティにおける組織的対応の留意点 

項目 割合（%） 
特になし 61.9% 
他の業務との両立に対する不安 52.4% 
連携方法がわからない 38.1% 
批判や指摘をされることへの不安 35.7% 
校内の教職員の見方・捉え方への不安 35.7% 
コンサルタントの力量・熱意のばらつき 33.3% 
コンサルタントの姿勢・態度 31.0% 
問題解決の不十分さに対する不安 23.8% 
本当は必要としていない 2.3% 
その他 0% 
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Ⅳ．考察 
 

1. センター的機能担当者の育成 

本研究では、コンサルタントが肢体不自由特別支援学校の専任 Co の地域支援に同行し、

実地研修における研修項目別の有効性を検討した。その結果、地域支援を実施した前後の状

況（全体評価）は、コンサルタントとコンサルティのいずれも、地域支援実施後は実施前よ

り課題が改善したと感じていた。また、実地研修における研修項目別の有効性としては、コ

ンサルタントは「来校型地域支援」、コンサルティは「専任 Co を含む特別支援学校教員によ

る巡回型地域支援」が自身の教員としての専門性向上に役立つと回答した割合が最も高かっ

た。 

コンサルタントにおいて最も研修の有効性が高かった「来校型地域支援」は、肢体不自由

や運動面の困難さを主訴とする地域の小学生とその保護者が特別支援学校に来校し、放課後

の時間や夏休み期間を使って、身体面・運動面に関する指導を行う来校型の地域支援である。

実施にあたっては、複数のコンサルタントが対応し、それぞれメインティ―チャーやサブテ

ィーチャー、行動観察や保護者対応などの役割を担う。肢体不自由特別支援学校の教員は、

運動・身体面に関する指導の方略は持っているが、通常の学級の児童と接する機会が少なく、

コンサルタントとして、通常の学級の児童にどのような指導が有効かを提案することは難し

い。そのため、夏休み親子教室を通じて、普段関わりが少ない通常の学級の児童に対して、

どのような指導が有効かを体験的に学ぶことで、コンサルタントとしての力量向上が図れた

ものと考えられる。また、その体験を通じて得た具体的・効果的な対応方法を地域支援の際

に提案しやすくなり、肢体不自由の専門性の発揮の仕方を学べたものと考えられる。 

最近の知見によると、通常の学級に在籍する発達障害児は姿勢の安定性やバランス、協調

運動、粗大運動、微細運動などの側面で困難さがあることが明らかにされている（香野, 2010）。

これら運動の諸側面は、肢体不自由特別支援学校における体育や自立活動の授業で中心的に

取り組まれている学習内容であり、肢体不自由特別支援学校での実践経験が役立つと思われ

る。また、肢体不自由特別支援学級においても、担任の半数は「障害特性に応じた指導につ

いての情報が得にくい」と感じており（金森・長沼・徳永ら, 2011）、障害特性の捉え方やそ

れに応じた具体的な指導方法に関する情報が不足しているという現状も伺える。これらのこ

とから、肢体不自由特別支援学校のセンター的機能においては、肢体不自由や運動面の困難

さのある子どもの指導に関する「相談・情報提供機能」が期待でき、特に体育や自立活動の

授業づくりの視点を提供することで、実態差が大きい集団における体育の授業づくりや、姿

勢や身体の動きに関する自立活動の指導にも役立つと考えられる。 

以上のように、肢体不自由特別支援学校におけるセンター的機能担当者の育成には、来校

型地域支援のような肢体不自由の専門性を通常の学級の児童に応用する方法を体験的に学べ

る研修が効果的であることが示唆された。 

一方、コンサルティにとって最も有効性が高かった地域支援は、「専任 Co を含む特別支援

学校教員による地域支援」であった。地域支援を進める上では、特別支援学校の専任 Co だ

けでは多様な障害に対応するのには限界がある。また、コンサルティとして対応にあたるこ

との多い通常の学級の Co は、学級担任と兼務していることが多く（小方・惠羅, 2011; 柘植・

宇野・石橋, 2007; 吉利, 2010）、活動のための時間的負担や多忙さを感じ、専門性の担保が

課題となっている（新井, 2005; 大塚・大石, 2007; 田嶋・尾崎, 2008; 田嶋・尾崎, 2009; 松
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本, 2012; 宮木・柴田・木舩, 2010; 宮木・木舩, 2012; 三宅・横川・吉利, 2008）。そのため、

特別支援学校のセンター的機能を進めるにあたっては、専任 Co とともに、様々な経験や専

門性を有する校内の教員を活用して対応することが求められている。本研究では、専任 Co

とともに多様な経験や専門性のある複数の教員が地域支援を実施することで、様々な事例に

対応が可能であったものと推察され、学校全体で組織的に取り組むことの有効性も示唆され

た。 

 

2. 組織的対応の在り方 

本研究では、コンサルタントとコンサルティに組織的対応の利点・課題・留意点について

アンケート調査を実施した。その結果、組織的対応によって、視野の広がりや専門性向上が

期待できるが、校内支援体制の構築や時間・人材の確保に課題があった。また、留意点とし

ては、コンサルタントは専門性と支援方法、コンサルティは業務の両立と連携方法、に対す

る不安が高かった。これらの利点・課題・留意点を踏まえて、1）校内支援体制、2）時間・

人材の確保、3）専門性、4）連携方法、の 4 つの観点から組織的対応の在り方を考察した。 

 

1) 校内支援体制 

校内支援体制の構築に対する組織としての在り方の 1 例（案）を図 4 に示す。ここでは、

センター的機能を担う校務分掌として、支援部を設置し、支援部のなかで巡回型地域支援

部と来校型地域支援部に分ける。巡回型・来校型地域支援部のそれぞれの部署が相互に連

携・協力を図りながら、定期的に分掌部会を開き、情報の共有を図るとともに、支援内容・

計画などを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 校内支援体制の構築に関する組織としての在り方の 1 例（案） 

 

まず、巡回型地域支援部は、主に専任 Co が担当する。これは、組織的対応の課題とし

て挙がっていた学級を受け持つ教員が授業時間中に地域の小・中学校を巡回するのは、校

内支援体制上困難な場合が多いからである。巡回型地域支援を行う際は、次期 Co 候補の

支援部 

巡回型地域支援部 
・主に専任 Co が担当 

・次期 Co 候補の教員が 

実地研修を兼ねて専任

Co の地域支援場面に 

同行 

・地域の小・中学校などを 

巡回して地域支援を実施 

来校型地域支援部 
・専任 Co 以外の支援部に

所属する教員と校内の 

教員が担当 

・地域の小学生とその保護

者が特別支援学校に来校

し、身体面・運動面に関

する直接的な支援を実施 

連携 
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教員が地域支援場面に同行することで、本研究の結果が示すように教員としての専門性向

上にも有効だと考えられる。 

次に、来校型地域支援部は、専任 Co 以外の支援部の教員を中心に、放課後の時間や夏

休み期間など授業時間外の時間を活用して、校内の教員とともに対応にあたる。実施にあ

たっては、保護者同伴のもと、肢体不自由や運動面の困難さのある地域の小学生を対象に、

肢体不自由の専門性を応用して指導を行う。来校型地域支援部では、授業時間外の時間を

有効活用することで、校内の教員も対応にあたりやすくなり、校内支援体制上負担が少な

くなると考えられる。 

 

2) 時間・人材の確保 

特別支援学校のセンター的機能へのニーズは増加傾向にある（文部科学省, 2011）。こう

した小・中学校からのニーズに対して、専任 Co が複数の学校を巡回し、個別に対応する

のは時間的・経費的な負担が大きい。そこで、往復の移動時間や出張旅費などの負担を軽

減するための方法として、テレビ会議システムを活用した学校間や専門機関との連携が有

効であると考えられる。テレビ会議システムは、インターネット回線を利用し、小・中学

校と特別支援学校が映像と音声を使って遠方の相手との会話を可能にするシステムである。

テレビ会議システムを利用することのメリットとして、渡邉・川住・武田ら（2001）は、

必要な専門家による支援を遠隔地からリアルタイムで行うことができることや、移動に伴

う時間的・経費的な不安を軽減できることを報告している。テレビ会議システムを活用し

て、往復の移動時間や出張旅費の軽減を図ることで、時間・人材の確保が可能となる。 

 

3) 専門性 

専門性の担保にあたっては、専門性向上を図る研修を実施することに加えて、これまで

培ってきた専門性を学校内・学校間の教員で情報共有することが必要である。例えば、各

学校に設置されている校務用パソコンを使い、地域支援で実施した項目別にデータを整理

し、必要なデータの保管場所がすぐに分かるようにするなどの工夫がある。各学校に設置

されている校務用パソコンにデータを整理・保存して専門性の蓄積を図ることで、次期 Co

への引継ぎや学校間でデータのやり取りをする際の一助となることが期待される。 

 

4) 連携方法 

連携方法に関する組織としての在り方としては、学校間の取り決めを記した利用規約の

作成が必要だと考える。利用規約をもとにセンター的機能の進め方を学校間で共通理解す

るとともに、遵守事項の確認や（旅費の負担先や事故発生時の対応など）、地域支援開始前

に支援リストを提示して項目ごとの目的・要望を明確化する。これらをもとに、支援計画

を立案し、学校間でセンター的機能の進め方を共通理解した上で地域支援を開始する。地

域支援実施後には、項目ごとにコンサルタント（自己評価）とコンサルティ（利用者評価）

の双方で評価をする。評価の際は、意見・要望などの質的評価に加えて、実施した項目毎

に量的評価（10 段階評価）をし、コンサルタントとコンサルティ双方の評価を総合的に判

断することで、学校組織としての専門性も明確になると思われる。 
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以上、1）校内支援体制、2）時間・人材の確保、3）専門性、4）連携方法、の 4 つの観点

から組織的対応の在り方を考察したが、それぞれの内容は各学校の実情を考慮して可能なこ

とから取り組んでいくとよいだろう。本研究の結果から、肢体不自由特別支援学校のセンタ

ー的機能においては、特に来校型地域支援に学校全体で組織的に取り組むことで、校内支援

体制にも負担が少なく、肢体不自由の専門性を発揮しやすいと考えられる。 

インクルーシブ教育システムにおいては、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、

特別支援学校といった、連続性のある「多様な学びの場」を用意しておくことが必要である

とされている（文部科学省, 2012）。このうち、通級による指導については、教職員定数の改

善等により、その対象者数は年々増加傾向にある（中央教育審議会, 2012）。とりわけ、公立

小・中学校における学校教育法施行令第 22 条の 3 に該当し、通常の学級に在籍する肢体不

自由児・者の数は、小学校では 355 人（2.5%）、中学校では 161 人（3.1%）存在するが、こ

のうち通級指導を受けている肢体不自由児・者は小学校では 5 人、中学校では 30 人に留ま

っている（文部科学省, 2016）。また、通級指導教室（肢体不自由）が設置されている学校も

ごく少数で、未設置の学校が大半を占める（文部科学省, 2016）。こうした通級指導教室（肢

体不自由）の設置率の低さから、通常の学級に在籍する肢体不自由児・者が十分に教育を受

けるための教育環境が整備されていない現状が推察される。通常の学級に在籍する肢体不自

由児・者の教育的ニーズに対応できる教育環境を整備するためには、通級による指導とは別

に「新たな学びの場」として、本研究で提案する特別支援学校のセンター的機能による来校

型地域支援（図 5）も有効ではないかと考える。来校型地域支援は、本研究の結果が示すよ

うに、校内支援体制の負担が少ないことや肢体不自由特別支援学校の専門性を生かした指導

効果が期待でき、時間的・経費的負担も少ないことから、各校で実施しやすいと思われる。

今後、全国に設置されている肢体不自由特別支援学校の専門性を生かし、来校型地域支援を

拡充させていくことで、これまで十分な教育的支援を受けられなかった通常の学級に在籍す

る肢体不自由児・者への更なる指導・支援の充実が図れることが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省, 2012 を改変 

 

図 5 来校型地域支援を含めた多様な学びの場の連続性 

 

 

センター的機能による

来校型地域支援 
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付記 
 

アンケート調査にご協力いただいた X市の肢体不自由特別支援学校の先生方および小学校

の先生方に心からお礼申し上げます。本研究の実施にあたっては、X 市の肢体不自由特別支

援学校の先生方および小学校の先生方に研究の内容と結果の公表について、文書と口頭で説

明を行い、同意を得た。また、公開すべき利益相反はない。 
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